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1　はじめに
　民法上婚姻した者の財産については，夫婦間で財産契約を締結しない限り，夫婦の
一方が婚姻前から有する財産及び婚姻中に自己の名で得た財産は特有財産（夫婦の一
方が単独で有する財産という。）とされ，夫婦いずれに属するか明らかでない財産は，
その共有に属すると推定されるものの，それぞれが自分の財産を管理する別産制を原
則としている（民法755条，762条）。したがって，例えば，夫が社会的に活動して収
入を得たとしても，家計に繰り入れられない部分については通常すべて夫の所有に帰
し，妻の協力が直接に財産の帰属に現れない1）。この状況は，夫婦がそのままであれ
ば特段の問題はないが，夫婦が別れた場合には，夫婦の財産は夫婦の協力によって得
たものであるから，家事を主に行った者はその寄与度の状況に応じて清算し，また，
生活能力の弱い配偶者に対しては，離婚後において能力のある者に扶養させるべきと
の考えが妥当であろう。
　こうしたことから，民法では離婚に際しては，協議上の離婚をした者の一方は，相
手方に対して財産の分与を請求することができる旨，当事者間で協議がととのわない
ときや協議ができないときは，家庭裁判所に対して協議に代わる処分を請求すること
ができる旨規定し，夫婦間において直接財産を取得していない者に対して財産分与請
1）我妻栄他『親族法・相続法（第4版）』勁草書房80頁（2020）。
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求権を認めている（民法768条1項2項）。
　財産分与は，離婚する夫婦の協議によって決定されるのが普通であるが，その場合
どのような基準により分与されるかについては特段の規定はない。一方で，家庭裁判
所による調停又は審判といった処分により決定される場合には，当事者双方がその協
力によって得た財産の額その他一切の事情を考慮して，分与をさせるべきかどうか並
びに分与の額及び方法を定めることとされている（民法768条3項）。
　なお，離婚については協議以外に裁判上の離婚が認められており（民法770条），
この場合，離婚に付帯して財産分与の申立てがある場合には，訴訟手続きにより財産
分与がなされ（人事訴訟手続法15条），その場合の財産分与の基準は，審判等の場合
と同一である2）。
　ところで，多額の債務を抱えている者が，離婚に伴い，協議の上多額の財産分与を
行い，当該財産分与によって財産が流出し，その結果債務者の資力が乏しくなる場合
には，債権者として債権回収が困難となる。そこで現行民法では，債権者は債務者か
ら財産を無償で譲り受けた者等に対して，当該譲渡行為を取り消し，債務者の返還する
よう裁判所に請求する権利（詐害行為取消権）を認めている（民法424条以下）。例えば，
債権者は債務者が協議に基づき行った財産分与について，民法768条3項の規定の趣旨
に反して不相当に過大であり，財産分与に仮託してなされた財産分与であると認められ
るような場合には債権者は当該財産分与のうち，不相当に過大と認められる部分につい
て詐害行為取消請求権を行使することができる3）。また，詐害行為取消権は財産分与を
行った債務者が，国税を滞納している場合においても，国の機関である徴収当局は詐
害行為取消権を行使して国税を確保することが可能である（国税通則法42条）。
　一方で，国税の徴収について徴収当局は国税徴収法の規定に基づき，裁判手続きに
よらず国税の徴収を行うことが認められている。そして更に滞納者から無償で財産を
得た者等に対して納税義務を課す第二次納税義務の告知処分がある。これは，滞納者
について滞納処分を行っても徴収すべき額が不足し，なお滞納が残ると認められる場
合に，滞納者以外の者に第二次的に納税義務を負わせる処分で（国税徴収法32条以
下），例えば，徴収当局は滞納者が無償又は著しく低い額の対価による財産の譲渡等
をしたことにより徴収不足が認められる場合において，その財産を取得した者に対し
て譲渡等により受けた利益を限度として第二次納税義務を負わせることができる（国
税徴収法39条）。この制度は，債務者（滞納者）から無償譲渡等で財産を得た者に対
して，債権回収の追及を行うとの観点からみて詐害行為取消権とよく似た制度ではあ
るが，処分に際しては訴訟上の手続きは不要で，徴収当局の判断で行使することが可
2）中川淳『改定親族法逐条解説』日本加除出版株式会社164頁（1990）。
3）最高裁昭和58年12月10日判決。
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能である等の違いがある。
　このような制度の下で，近年，滞納者が離婚に伴う財産分与として配偶者であった
者に対して不動産を財産分与したところ，徴収当局が財産分与を受けた者に対して，
当該財産分与について不相当に過大であり，無償又は著しく低い額の対価による財産
の譲渡であるとして第二次納税義務の告知処分を行い，財産分与を受けた者がこれを
不服として当該処分の取消訴訟を提起した事例がある。この事例について東京地裁平
成29年6月27日判決は「財産分与が民法768条3項の規定の趣旨に反して不相当に過
大である場合には，これを放置すると，その不相当に過大な部分につき，租税債権が
徴収不足となる一方で，第二次納税義務者が同項の規定の趣旨に反して当該部分を保
持して経済的利益を享受することとなり，納税者間の公平を失することとなるから，
当該財産分与の内容や性質等に照らし，社会通念上，当該財産の分与により消滅すべ
き分与義務に係る債務の額（…）は，通常の取引に比べて著しく低いものであると認
めることができる。」旨判示し，財産分与について国税徴収法39条の著しく低い額の対
価による譲渡と認定する等により徴収当局の処分をおおむね是認した4）。
　しかしながら，この判決については，協議に基づく財産分与について，徴収当局が
当事者において協議により形成した財産分与額を否認し，不相当に過大な部分を無償
譲渡等であるとの前提の下で財産分与を受けた者に対して第二次納税義務を課すこと
が可能であるかという点，すなわち当事者が形成した財産分与額は当事者の個々の事
情に応じて算定されたものであり，不相当に過大であるとの評価も当事者である滞納
者の個々の事情を踏まえて行うことになるが，国税の徴収機関にすぎない徴収当局が
こうした当事者の身分上の事項に係る個別的な事情を把握し，これを前提に処分する
ことが可能か否かについて疑問を感じる。
　そこで本稿において，東京地裁平成29年6月27日判決をはじめとする第二次納税
義務の告知処分等に係る各種事例を題材に，財産分与が行われた場合の滞納処分の在
り方について，考察することとしたい。
2　財産分与
（1）財産分与の手続
　離婚をした者の一方は，相手方に対して財産の分与を請求することができる（民法
768条，771条）。財産分与の処理手続については民法768条2項において，当事者間
の協議又は，協議に代わる処分によって具体的な内容が決定され，同条3項において
4）本判決は，東京高裁平成30年2月8日判決（控訴棄却），最高裁平成30年9月13日判決（上告棄却）
により確定している。
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家庭裁判所においての協議に代わる処分としての内容として，「家庭裁判所は，当事
者双方がその協力によって得た財産の額その他一切の事情を考慮して，分与させるべ
きかどうか並びに分与の額及び方法を定める。」旨規定している。
　財産分与についてはこのように，非訟手続により行われることが原則とされている
が，離婚の訴えの場合において離婚に付帯して財産分与の申立てがある場合には，訴
訟手続きにより財産分与がなされる（人事訴訟手続法15条）。そして，これ以外に財
産分与のみを求めて訴えを提起できるかについては，消極に解されており，その理由
として，財産分与については，訴訟による厳格な画一的手続きによらしめたのでは国
家の後見的保護的な機能は充分に果たし得ず，時間と費用の掛かる訴訟によって救済
することは形式的な保護にとどまり，裁判所が積極的に当事者間の紛争に介入し，裁
判所に広範な裁量権を与え，具体的妥当性を目的とした簡易な弾力性のある手続きに
よらなければならないことに理由があるとされている5）。すなわち，財産分与請求権
は，当事者間にあらかじめ確定された権利を法の適用によって訴訟により確認又は請
求するといった形で法律的な問題を解決するような性格のものではなく，一次的には
当事者の協議により，二次的に協議がととのわない場合には審判によって財産分与の
内容が形成されるものではないかと考える。
（2）財産分与の内容
　財産分与の額や方法については，協議による場合は審判の基準が考慮されるものの，
特にその決定に際しての基準は定められていない6）。
　審判による場合には，前述のように当事者双方がその協力によって得た財産の額そ
の他一切の事情を考慮して，分与をさせるべきかどうか並びに分与を定めることとさ
れている（民法768条3項）。ここでいう「その他一切の事情」とは，夫婦生活をして
いた期間・収支の状況・生活の状況・職業・協力の程度などから，婚姻のために一方
が退職等によって失ったか，離婚に際して，または婚姻中にされた一方から他方への
贈与，離婚後の生活の見通しなど，婚姻の前後を通じてのあらゆる事情とされてい
る7）。すなわち，離婚に伴い生じる夫婦財産関係の清算や離婚後の扶養，さらには離
5）飯倉一郎「財産分与請求権の法的構造」国学院法学‌2巻1号73，74頁（1964）。
6）前掲注2中川163頁。
7）前掲注1我妻他104頁。なお，財産分与の基準について，平成8年改正要綱第六，二，3において，「家
庭裁判所は，離婚後の当事者間の財産上の衡平を図るため，当事者双方がその協力によって取得
し，又は維持した財産の額及びその取得又は維持についての各当事者の寄与の程度，婚姻の期間，
婚姻中の生活水準，婚姻中の協力及び扶助の状況，各当事者の年齢，心身の状況，職業及び収入
その他一切の事情を考慮し，分与させるべきかどうか並びに分与の額及び方法を定めるものとす
る。この場合において，当事者双方がその協力により財産を取得し，又は維持するについての各
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婚慰謝料といった複合的な内容とされている8）。
　まず，清算の要素から考えると，夫婦の所有している財産には，①夫婦の一方が婚
姻前から有している財産及び婚姻中自己の名で得た財産（特有財産），②名実ともに
共有に属する財産，③夫婦のいずれに属するか明らかでない財産に分類され，②と③
の財産が財産分与の対象とされることは明らかである。しかしながら，扶養的な要素
を入れた場合や離婚慰謝料を財産分与の対象とした場合には，②や③に限らず，①の
特有財産も分与の対象となり得るとされる9）。なお，審判による財産分与については
裁判官の裁量によって行われることから，当事者が請求額を提示した場合においても
それに拘束されることなく，自由に判断できる10）。
　離婚の訴えの場合において離婚に付帯して財産分与の申立てがある場合には，財産
分与手続きは訴訟において行われるが，この場合の財産分与の額，基準，方法等につ
いては審判の場合と同様，当事者の申立てに拘束されない11）。
　財産分与については，当事者の協議がととのえばそれによりその内容が形成される。し
たがって，当事者間で協議され形成された財産分与は，民法768条3項の基準からみて過
大であると評価される場合においてもその効力を有する。また，協議がととのわない場合
等においては，裁判所がその裁量でもって当事者の申立てに拘束されずに形成される。
　なお，一旦なされた財産分与は身分法上の法律行為であることから，民法で規定し
ている契約のように取消しや解除はできないと解されている12）。
当事者の寄与の程度は，その異なることが明らかでないときは，相等しいものとする。」旨記し
ている。
8）財産分与に離婚慰謝料を含めるかについては，これまで種々の学説が示されているが，最高裁
昭和46年7月23日判決は，「離婚における財産分与の制度は，夫婦が婚姻中に有していた実質上
共同の財産を清算分配し，かつ，離婚後における一方の当事者の生計の維持をはかることを目的
とするものであつて，…慰謝料の請求権とは，その性質を必ずしも同じくするものではない。」
としつつ「もっとも，裁判所が財産分与を命ずるかどうかならびに分与の額および方法を定める
については，当事者双方におけるいっさいの事情を考慮すべきものであるから，分与の請求の相
手方が離婚についての有責の配偶者であって，その有責行為により離婚に至らしめたことにつき
請求者の被った精神的損害を賠償すべき義務を負うと認められるときには，右損害賠償のための
給付をも含めて財産分与の額および方法を定めることもできると解すべきである。」と判示し，
結果として個別具体的な状況や担当裁判官の判断によることとしている。
9）前掲注5飯倉86頁。
10）前掲注5飯倉91頁。
11）前掲注2中川164頁。
12）福島地裁昭和49年2月22日判決では，「（当事者からの財産分与は負担付贈与と同様であり，
民法541条の解除が認められる旨の主張について）財産分与契約は，身分法上の法律行為であり，
夫婦財産関係の清算と離婚後の扶養を目的とし，法律によって認められた財産分与請求権の内容
を確定するものである。両者の間には，かくのごとく本質的な差異があるから，本件財産分与契
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（3）財産分与がなされた場合の課税
　上記のように離婚に伴い，当事者の一方は財産分与を請求する権利を有する反面，
他方の当事者は財産分与の義務が生じることとなる。そして，他方の当事者は財産分
与義務を履行するために財産を譲渡することになるが，この財産の移転に伴い譲渡所
得が発生するかが問題となる。これに関して，最高裁昭和50年5月27日判決は，財
産分与義務者である譲渡人からの，財産分与として行った自己の不動産の譲渡につい
て，対価の受入れを伴わない資産の譲渡であるから譲渡所得税は課税されないとの主
張に対して「財産分与に関し右当事者の協議等が行われてその内容が具体的に確定さ
れ，これに従い金銭の支払い，不動産の譲渡等の分与が完了すれば，右財産分与の義
務は消滅するが，この分与義務の消滅は，それ自体一つの経済的利益ということがで
きる。」旨判示した。すなわち，財産分与に際しての不動産等の移転は財産分与額を
対価とする資産の譲渡等に該当し（所得税法33条），所得税の課税対象とされる。
3　財産分与に対する詐害行為取消権
（1）　詐害行為取消権の概要
　一般的に債権者は債務者の財産に直接権利をもつものではないから，債務者の財産
管理に干渉できないのが原則であるが，例えば，債務者が自己の財産状態が悪化して
弁済の資力を失った状態で自己の財産を他人に贈与したりする場合には，債権者は自
己の債権の引き当てとなっている財産（責任財産）が減少していくのを傍観する必要
はなく，詐害行為取消権の行使によって，減少した財産を債務者の手元に取り戻すこ
とができる（民法424条）13）。
　詐害行為取消権が行使できる要件としては，①債務者により詐害行為があったこ
と14），②詐害行為の時に，債務者及び受益者等（受益者又は転得者）が債権者を害す
ることを知っていたこと（民法424条1項），③債権者の債権が詐害行為よりも前の原
因に基づいて生じたものであること（民法424条3項），④債権者の債権が強制執行に
約をもって負担付贈与と同日に論ずることはできないというべきである。…そして，複雑な財産
分与のやり直しは望ましいことではなく，前記制度の趣旨に鑑み，財産分与の効力の安定を図る
ことが強く要請されるといわなければならない。このように考えると，財産分与契約につき民法
第541条による解除は許されないものと解するのが相当である（なお，財産分与の意思表示に錯
誤または詐欺・強迫等の瑕疵が存する場合は，別に検討を要するものと考える。）。」旨判示している。
13）金子宏他『法律学小辞典（第4版）』有斐閣463頁（2014）。
14）詐害行為とは，債務者の責任財産が減少して，債権者の債権が十分な満足を得られなくなるこ
とをいう。ただし，詐害行為には財産権を目的としない行為は含まれない（民法424条2項）（澤
田和也監修，大坪和敏編著『最新版図解民法（債権）』㈶大蔵財務協会41頁（2018）。
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より実現できるものであること（民法424条4項）が挙げられる。
　詐害行為取消権は他人間の法律行為を取り消すというのは重大な効果であり，第三
者にも影響が及ぶので，要件充足の有無を裁判所に判断させるべきだという考慮に基
づき，その行使は必ず裁判所に請求して行わなければならない（民法424条1項）15）。
この場合の訴えの相手方は受益者等であり，これらを被告とし，債務者は被告とはな
らないが，債権者が訴えを提起した場合には，遅滞なく債務者に対して訴訟告知しな
ければならない（民法424条の7）。したがって，当事者である債務者は当該訴訟に関
与することができる。
　債権者は，債務者がした行為を取り消すとともに，その行為によって受益者等に移
転した財産の返還を請求することができる（民法424条の6）。さらに，受益者等に対
して返還を求める財産が動産又は金銭債権である場合には債権者は直接自己に対して
引き渡しを請求することができる（民法424条の9）。
　詐害行為取消権の行使が認容された場合には，その効果は被告である受益者等のみ
ならず債務者にも及ぶ（民法425条）。
　なお，詐害行為取消権にかかる訴訟は債務者が債権者を害することを知って行為を
したことを債権者が知った時から2年を経過したときから行使はできず，行為の時か
ら10年を経過したときも同様である（民法426条）。
（2）財産分与に対する詐害行為取消権行使の可否
　ところで，財産分与を行うに際して，例えば，債務超過にある者が離婚し，自己の
財産を対象に多額の財産分与を行った場合，これにより，債権者は本来財産分与がな
ければ回収できたであろう債権が回収できなくなることが考えられる。財産分与につ
いて裁判所の審判等により行われる場合には，その決定は当事者の所有している財産
を対象に夫婦生活の生活の状況等「その他一切の事情」を考慮して行われることから，
裁判官の裁量の余地はあるにせよ，特段問題が生じることは考えにくい。しかしなが
ら，協議により財産分与が行われた場合には当事者同士の合意によってのみ行われる
ことから過大に分与されることが考えられる。こうした場合，債権者は詐害行為取消
権を行使して，財産分与について過大とされる部分を取り消して，債務者である財産
分与義務者の手元に取り戻すことができるかが問題とされる。
　これについて，かつて財産分与は身分行為であり，詐害行為取消権は財産権を目的
としない行為には適用しないとされていることから（424条2項），財産分与に詐害行
為取消権を行使することはできないとの下級審の判例があったが16），最高裁昭和58年
15）内田貴『民法Ⅲ債権総論・担保物権』東京大学出版会286頁（2000）
16）東京地裁昭和31年10月11日判決，高松地裁昭和37年9月24日判決他。
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12月10日判決では，婚姻後妻がクリーニング業を行う一方，不動産・金融業を行う
夫が多額の負債を抱え倒産し，その後夫の不貞行為等を理由に離婚した夫婦において，
離婚に際して夫が妻に対してクリーニング業を営むための基盤となる土地等を妻に財
産分与したところ，債権者から当該財産分与について詐害行為として取消しの請求が
なされた事案において，「分与者が既に債務超過の状態にあって当該財産分与によっ
て一般債権者に対する共同担保を減少させる結果になるとしても，それが民法768条
3項の規定の趣旨に反して不相当に過大であり，財産分与に仮託してされた財産処分
であると認めるに足りるような特段の事情のない限り，詐害行為として，債権者によ
る取消の対象となりえないものと解するのが相当である。」旨判示し，本件において
不相当に過大であり，財産分与に仮託してされた財産処分ではないとして，債権者か
らの詐害行為の取消しを認めなかった。この判決は，「不相当に過大」であること，「財
産分与に仮託してされた」ことといった一定の事情がある場合においては詐害行為の
取消しを認めることを示唆しているが，具体的な判断基準を示していなかった。
　その後，最高裁平成12年3月9日判決では，夫婦間での協議離婚に際しての財産分
与において，夫から妻に対して再婚までの生活補助費として毎月10万円，慰謝料と
して2,000万円が支払われ，これに対して債権者から詐害行為取消の請求がなされた
事例において，上記昭和58年判決を引用しつつ，「離婚に伴う慰謝料を支払う旨の合
意は…新たに創設的に債務を負担するものとはいえないから，詐害行為とはならない。
しかしながら，当該配偶者が負担すべき損害賠償債務の額を超えた金額の慰謝料を支
払う旨の合意がされたときは，その合意のうち右損害賠償債務の額を超えた部分につ
いては，慰謝料支払の名を借りた金銭の贈与契約ないし対価を欠いた新たな債務負担
行為というべきであるから，詐害行為取消権行使の対象となり得るものと解するのが
相当である。」としつつ，婚姻の期間，離婚に至る事情，夫の資力等本件の具体的事
実関係を踏まえ「本件合意はその額が不相当に過大であるとした原審の判断は正当で
あるが，この場合においては，その扶養的財産分与のうち不相当に過大な額及び慰謝
料として負担すべき額を超える額を算出した上，その限度で本件合意を取り消すべき」
旨判示し，不相当に過大の部分のみの取消しを認めた17）。
　この判決は，原審において財産分与の合意の全体について詐害行為取消しの効果の
発生を認めたが，この部分を破棄しており，不相当に過大部分についてのみの取消し
を宣言している。すなわち，詐害行為取消権により，これまでの財産分与の効果を一
部無効とし，過大部分は贈与契約であり，残りの部分において財産分与を形成する効
17）なお，原審である大阪高裁平成‌9年11月20日判決では，「本件合意は被控訴人の前記請求債権
の執行を妨げる詐害行為に当たるというべきであるから，被控訴人は本訴において詐害行為取消
権に基づき本件合意を取り消すことができるといわなければならない。」とし，すべての部分を
対象に取り消す旨判示している。
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果を示したものであると解される18）。その後，下級審においても当該判決を引用して
財産分与について詐害行為の取消しを認める判決が散見されている。
　なお，財産分与といった身分行為において詐害行為取消し請求が認められたからと
言って，すべての身分行為が対象とされるわけではなく，婚姻，縁組，相続の承認，
放棄といった身分行為は，たとえそれが債務者の財産状況を悪化させるような場合で
あっても，取消の目的とはなり得ないとされている19）。
　このように，財産分与は基本的に協議により形成されそれは有効となるが，第三者
から詐害行為取消の請求がなされた結果，それが民法768条3項の規定の趣旨に反し
て不相当に過大であり，財産分与に仮託してされた財産処分である認定された場合に
は，財産分与の全体ではなく，不相当に過大部分について贈与契約と認定され，この
部分が取り消されることになる。つまり，財産分与として過大部分の効力を贈与契約
とする構成をとっており，この取消しにより協議により形成された財産分与から，不
相当に高額な部分を除いた新たな財産分与が形成されたことになる。
4　第二次納税義務制度
（1）第二次納税義務制度の意義
　租税債権の徴収に際しては，国税徴収法が適用され，この法律では国税徴収の確保
の観点から徴収機関に対して種々の権限が付与されている。その1つに，第二次納税
義務制度がある。
　第二次納税義務の制度は，形式的には第三者に財産が帰属している場合であっても，
実質的には納税者にその財産が帰属していると認めても公平を失しないようなときに
おいて，形式的な権利の帰属を否認して私法秩序を乱すことを避けつつ，その形式的
に権利が帰属している者に対して補充的に納税義務を負担させることにより，徴税手
18）奥田昌道編集『新版注釈民法（10）Ⅱ債権（1）』有斐閣795頁以下（2011）では詐害行為取消
権の法的性質については，①詐害行為の効力を否認することをもってその本体とする考え方（形
成権説），②逸出した財産を取り戻すことをもってその本体とする考え方（請求権説），③両者を
合したものをもってその本体とする考え方（折衷説，判例，通説）があるが，この判決は③の考
え方（相対的無効説）に立っているとしている。なお，平成29年民法改正により，上述のよう
に取消しの効果が当事者に及び，財産の返還請求が容認されることから（民法425条，424条の6），
折衷説の考え方が明文化されている。
19）前掲注18奥田編836頁。なお，最高裁昭和49年9月20日判決は，「相続の放棄のような身分行
為については，他人の意思によってこれを強制すべきでないと解するところ，もし相続の放棄を
詐害行為として取り消しうるものとすれば，相続人に対し相続の承認を強制することと同じ結果
となり，その不当であることは明らかである。」旨判示し，相続の放棄に対して詐害行為取消し
請求の適用を否定している。
― 40 ―
財産分与が行われた場合の滞納処分の在り方
続の合理化を図るために認められている制度であり20），上記3で述べた，詐害行為を
取り消した場合と同様の効果を得ようとするものである21）。
　第二次納税義務制度の1つである国税徴収法39条（無償又は著しい低額の譲受人等
の第二次納税義務）では「滞納者の国税につき滞納処分を執行してもなおその徴収す
べき額に不足すると認められる場合において，その不足すると認められることが，当
該国税の法定納期限の一年前の日以後に，滞納者がその財産につき行った政令で定め
る無償又は著しく低い額の対価による譲渡（…），債務の免除その他第三者に利益を
与える処分に基因すると認められるときは，これらの処分により権利を取得し，又は
義務を免かれた者は，これらの処分により受けた利益が現に存する限度（…）におい
て22），その滞納に係る国税の第二次納税義務を負う。」旨規定している23）。
　例えば，納税者Aについて100の税金が確定したが，当該税金に係る法定納期限の1
年前の日以後に，Aは唯一の自己財産である現金200を第三者Bに贈与した。その結果
Aは無資力となり，100の税金を滞納したが，徴収当局はAが無資力となったことから
国税を徴収できない。一方で第三者であるBは何ら対価を支出することなく200の利益
を得ている。そこで，徴収当局は国税徴収法39条の規定により，受贈者であるBに対
して無償で得た200の財産に対してAが滞納している100の税金について，Bに対して
第二次納税義務の告知処分を行うことにより，Bから100の税金を徴収し，Aが本来納
付すべき税額を確保するわけである。
（2）無償又は著しく低い価額での譲受人等の第二次納税義務の要件
　第二次納税義務については以下のイ～ニの要件が必要である。
イ‌　滞納者に滞納処分を行ったとしても徴収不足となること
　第二次納税義務は主たる納税義務者の補充的な義務であるから，滞納者が財産を有
し資力があるにもかかわらず，第二次納税義務を行使するとはできず，第二次納税義
務の告知処分を行うに際しては滞納者が無資力で徴収不足となることが必要である。
20）税務大学校『国税徴収法（基礎編）令和2年度版』74頁（2020）。
21）吉國二郎他『国税徴収法精解（令和3年改訂）』㈶大蔵財務協会379頁（2021）。
22）無償譲渡等を受けた者が滞納者と親族その他の特殊関係者である場合は，対象となるのは，現
存利益ではなく，処分を受けた利益となる。
23）なお，第二次納税義務はこの規定以外にも，実質所得者課税を行った場合において納税者に形
式上所得が帰属していないことから，形式的財産所有者に対して追求する実質課税額等の第二次
納税義務（国税徴収法36条），滞納者が特殊関係者に事業を譲渡したことに伴い徴収できなくなっ
たことから，その者に対して追求する事業を譲り受けた特殊関係者の第二次納税義務（国税徴収
法38条）などが規定されている。
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ロ‌　滞納者が無償又は著しく低い対価による譲渡，債務の免除その他第三者に利益
を与える処分を行ったこと
　ここでの譲渡は，贈与，特定遺贈，売買，交換，債権譲渡，出資，代物弁済などに
よる財産の移転をいい，相続等の一般承継は含まれない（国税徴収法基本通達第39
条関係3）。滞納者が無償である場合には対価はないことからこの規定はそのまま適
用されるが，著しく低い額の対価についてはどのような場合が該当するか問題となる。
この場合の対価には，直接対価として支払われる場合に限らず，実質的に処分に関連
する代償的なものないし負担等，広く対価的な関係にあるものも含まれるとされてい
る24）。そして，著しく低い額の対価に該当するか否かについては，当該財産の種類，
数量の多寡，時価と対価との差額の大小等を総合的に勘案して，社会通念上，通常の
取引に比べ著しく低い額の対価であるかどうかによって判断される。具体的には，（1）
一般に時価が明確な財産（上場株式，社債等）については，対価が時価より低廉な場
合には，その差額が比較的僅少であっても，「著しく低い額」と判定すべき場合があ
ること，（2）値幅のある財産（不動産等）については，対価が時価のおおむね2分の
1に満たない場合は，特段の事情のない限り，「著しく低い額」と判定することとさ
れている（ただし，2分の1をある程度上回っても，諸般の事情に照らし，「著しく低
い額」と判定すべき場合がある。）（国税徴収法基本通達39条関係7）25）。
ハ‌　無償譲渡等の処分が，国税の法定納期限の1年前の日以降になされたものであ
ること
　ここでいう法定納期限とは各税法で規定されている法定納期限のことであり，更正
処分がなされた場合の具体的な納期限ではない。無償譲渡等の処分が何時なされたの
かについては，例えば，不動産のように登記が対抗要件とされるような財産について
は，滞納者がその所有する不動産について第三者に無償譲渡等する旨の意思表示をし
た場合でも，当該第三者が対抗要件としての登記を具備しない限りは，徴収当局は滞
納者の財産として当該不動産について滞納処分をすることができることから，無償譲
渡等の意思表示を行った日ではなく，対抗要件である登記がなされた日となる（国税
24）小林徹編著『国税徴収法基本通達逐条解説（平成30年版）』㈶大蔵財務協会349頁（2019）。
25）前掲注24小林352頁では，低額譲渡について対価の額が2分の1を超えているような場合であっ
ても，実質的には贈与の変形とみられるときは，低額譲渡の問題としてではなく，贈与の問題と
して国税徴収法第39条の規定を適用する必要がある旨記している。なお，低額譲渡につき第二
次納税義務を認めた裁判例として，譲渡時の時価の51.1％の対価で不動産を譲渡した事例（広島
地裁平成2年2月15日判決），地価の上昇時に譲渡時の時価の53.8％の対価で譲渡した事例（福
岡高裁平成13年11月9日判決），対価が時価に比べて3500万円低く，譲渡時の時価の56.07％の
対価で不動産を譲渡した事例（東京地裁平成21年4月24日判決）がある。
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徴収法基本通達39条関係2）26）。
ニ　徴収不足が無償譲渡等の処分に基因すると認められること
　徴収不足が無償譲渡等の処分に基因すると認められるとは，一般論としてはその無
償譲渡等の処分がなかったならば現在の徴収不足は生じなかったであろう場合をいう
ものと解されており27），実務上，無償譲渡等の処分をした後に，納税者がその国税の
総額を徴収できる財産を取得している場合には，その無償譲渡等の処分について基因
関係がないものとして取り扱っている28）。
（3）第二次納税義務者からの徴収手続
　税務署長は主たる納税者の国税を第二次納税義務者から徴収しようとするときは，
第二次納税義務者に告知処分として通知する（国税徴収法32条1項）。この告知処分
により第二次納税義務が具体的に確定する。この場合，その者の住所等所轄する税務
署長に対し，その旨を通知しなければならない（国税徴収法32条1項後段）。
　上記の第二次納税義務者が所定の期限までに国税を完納しない場合には，税務署長
は納付催告書によりその納付を督促しなければならない（国税徴収法32条2項）。第
二次納税義務者は納税義務を履行した場合には，主たる納税者に対して求償権を行使
することができる（国税徴収法32条5項）。
5　‌財産分与に対して第二次納税義務の告知処分がなされた事例‌
（東京地裁平成29年6月27日判決）
　3で説明した通り，債務者が財産分与を行った場合において，当該財産分与が「不
相当に過大」であり，「財産分与に仮託してされた」場合において，債権者は詐害行
為取消権を行使することができる。国の機関である徴収当局においても滞納者がこの
ような場合には詐害行為取消権の行使により徴収を確保することが可能であるが（国
税通則法42条）29），財産分与が不相当に過大であり国税徴収法39条における第二次納
税義務の要件である「無償又は著しく低い額の対価による譲渡」と認定できれば，詐
害行為取消権の行使に加えて第二次納税義務の告知処分が可能であるかが問題とされ
る。かつての判例等においてはこれを否定するものがあったが30），東京地裁平成29年
26）大阪高裁平成29年11月17日判決。
27）東京高裁昭和52年‌4月20日判決。
28）前掲注24小林354頁。
29）滞納処分の過程において詐害行為取消権を行使し，認められた事例として札幌高裁平成24年‌
1月19日判決がある。
30）必ずしも財産分与であると整理されていない事例であるが，東京地裁昭和45年11月30日判決
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6月27日判決（以下，「本件判決」という。）はこれを容認している。以下，この判決
について分析・評価することとしたい31）。
（1）事案の概要
　Xは夫であったAと離婚し，協議上の離婚に伴う財産分与を原因として宅地の譲渡
（以下「本件譲渡」という。）を受けた。その後滞納国税を有していたAが徴収不能
の状況に陥ったことから，徴収当局は財産分与を受けたXに対して，Aの滞納に係る
国税につき，当該財産分与における財産分与請求権の相当額を算定するに当たり，民
法768条3項に基づき清算的，扶養的及び慰謝料的な財産分与相当額をそれぞれ算定
し，合算する方法により本来あるべき財産分与額を算定し，その結果本件の財産分与
は不相当に過大であり，本件譲渡における過大部分は無償譲渡等に該当するとして，
Xに対して国税徴収法39条に基づく第二次納税義務の納付告知処分（以下「本件告
知処分」という。）を行った。Xは不服審査当局に対して本件告知処分を取り消す旨
審査請求を行ったが，棄却されたことからその取消しを求めて提訴した。なお，Aは
財産分与に際して譲渡所得が発生したことから，当該譲渡所得に係る確定申告を行っ
ているが，当該譲渡所得に係る所得税額は確定したままである。
（2）争点
　本件譲渡が無償譲渡等に当たるか否か。なお，この事案においては，これ以外に，①A
の滞納国税について徴収不足が認められるか否か，②徴収不足が本件譲渡に基因するか
否か，③Xが本件譲渡の時にAの「特殊関係者」であったか否か，④本件告知処分が信
義則違反又は徴収権の濫用に当たるか否かについて争点とされているが本稿では省略する。
（3）判旨（該当部分のみ）（一部取消し）
「（1）「著しく低い額」の意義等
　国税徴収法39条に定める第二次納税義務の制度は，本来の納税義務者の財産に対
は，離婚に際して夫から妻に対して支給された金員について徴収当局が贈与と認定して，受贈者
である妻に対して第二次納税義務の告知処分を行った事例について「無償又は著しく低い対価に
よる譲渡等であって，実質的にみてそれが必要かつ合理的な理由に基づくものであると認められ
るときは，右の処分行為に該当しないと解するのが相当である。」として，支給された金員につ
いて，「必要かつ合理的な理由に基づくものであり，国税徴収法三九条所定の処分行為に該当し
ないというべきである。」旨判示し対価性を容認している。なお，同様な考えに基づく事例として，
昭和60年4月17日裁決がある。
31）本件判決以前に，裁決において財産分与に係る支給額の一部について無償譲渡等であったとし
て第二次納税義務の告知処分を容認した事例（平成7年3月30日裁決）がある。
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して滞納処分を執行してもなお徴収すべき額に不足すると認められる場合に，租税徴
収の確保を図るため，本来の納税義務者と同一の納税上の責任を負わせても公平を失
しないような特別の関係にある第三者に対し補充的に納税義務を負担させるものであ
り（昭和50年8月27日最高裁判決参照），この趣旨に鑑みると，滞納者の財産につき
行われた譲渡の対価の額が同条にいう著しく低い額と認められるか否かは，当該取引
の内容や性質等に照らして，社会通念上，その対価の額が通常の取引に比べて著しく
低いものであるかどうかによって判断すべきものと解される。
　そして，離婚に伴う財産分与（…）も国税徴収法39条所定の「譲渡」に当たると
解されるところ，財産分与の本旨は，夫婦が婚姻中に有していた実質上の共同財産を
清算分配するとともに，離婚後における相手方の生活の維持に資することにあるが，
分与者の有責行為によって離婚をやむなくされたことに対する精神的損害を賠償する
ための給付の要素をも含めて分与することを妨げられないものというべきであるとこ
ろ，財産分与の額及び方法を定めるについては，当事者双方がその協力によって得た
財産の額その他一切の事情を考慮すべきものであることは民法768条3項の規定上明
らかであり，このことは，裁判上の財産分与であると協議上のそれであるとによって，
何ら異なる趣旨のものではないと解される（昭和58年最高裁判決参照）。また，財産
分与に関し当事者の協議等が行われてその内容が具体的に確定され，これに従い金銭
の支払，不動産の譲渡等の分与が完了すれば，当該財産分与の義務は消滅するが，こ
の分与義務の消滅は，それ自体一つの経済的利益ということができるので，財産分与
として不動産等の資産を譲渡した場合，分与者は，これによって，分与義務の消滅と
いう経済的利益を享受したものというべきである（昭和50年5月27日最高裁判決参
照）。しかるところ，財産分与が同項の規定の趣旨に反して不相当に過大である場合
には，これを放置すると，その不相当に過大な部分につき，租税債権が徴収不足とな
る一方で，第二次納税義務者が同項の規定の趣旨に反して当該部分を保持して経済的
利益を享受することとなり，納税者間の公平を失することとなるから，当該財産分与
の内容や性質等に照らし，社会通念上，当該財産の分与により消滅すべき分与義務に
係る債務の額（この債務の消滅により得られる経済的利益が当該分与を受けた財産に
対する対価であるとみることができる。）は通常の取引に比べて著しく低いものであ
ると認めることができるものと解するのが相当である（本件において，当事者双方は
国税徴収法39条の「無償譲渡等」該当性を論じているが，Aが一定額の財産分与の
義務を負うことに争いのない本件の事案の下では，同条の無償譲渡ではなく「著しく
低い額の対価による譲渡」に該当するか否かが実質的な争点であることは明らかであ
る。）。」（中略）
「原告に対する財産分与のうち，清算的財産分与として相当な額は多くとも1152万
2735円を超えるものではなく，扶養的財産分与として相当な額は432万円，慰謝料財
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産分与として相当な額は1000万円をそれぞれ超えるものではないといえるところ，
これらの合計額が多くとも2584万2735円を超えるものではないことに照らせば，本
件離婚に伴いAがXに対して少なくとも3000万円を超えて財産分与をすることは民
法768条3項の趣旨に反して不相当に過大なものとの評価を免れないものといわざる
を得ない。」（中略）
「本件譲渡によりAからXに対し財産分与として上記金額の6倍を超える1億8801万
8881円相当の本件不動産が譲渡されているから，本件譲渡のうち少なくとも3000万
円を超える1億5801万8881円相当の部分は，民法768条3項の規定の趣旨に反して不
相当に過大な財産分与との評価を免れず，本件譲渡は国税徴収法39条の「著しく低
い額の対価による譲渡」に当たるものというべきである。」
　なお，この判決では，Xが負う第二次納税義務の負担額については，XはAの特殊
関係者に該当せず，現存利益について第二次納税義務を負うことから，その金額を算
定した結果，7724万7678円を限度として，Xは国税徴収法39条に定める第二次納税
義務を負うものと認めるのが相当であると判示しており，算定額について一部取り消
しているが，基本的には財産分与についての第二次納税義務の適用を容認している。
　この判決が出されたのちXは控訴，上告したが，東京高裁平成30年2月8日判決（控
訴棄却），最高裁平成30年9月13日判決（上告棄却）によりXの主張は認められず，
確定している。
（4）本件判決の特徴
　本件判決は財産分与について国税徴収法39条の適用を認めたが，そこでは，①財
産分与の額及び方法を定めるについては，詐害行為取消権に係る昭和58年判決を引
用し，民法768条3項の規定上から，裁判上の財産分与であると協議上のそれである
とによって，何ら異なる趣旨のものではないとしていること，②財産分与が民法768
条3項の規定の趣旨に反して不相当に過大である場合には，社会通念上，当該財産の
分与により消滅すべき分与義務の額は通常の取引に比べて著しく低いものであるとし
ていること（すなわち，Aは著しく低い額の対価しか得ていないとの構成で低額譲渡
に該当するとしている。），③低額譲渡であるか否かについて，本件譲渡時の時価の認
定や財産分与として相当な額についての清算的財産分与，扶養的財産分与，慰謝料的
財産分与のそれぞれについて原告であるXと被告である徴収当局から提出された証
拠資料をもとに評価して，不相当に過大である部分を算定していること，④これら算
定の結果，本件譲渡の金額は民法768条3項の趣旨に照らして算定した財産分与の金
額に比べ，6倍を超える金額であることから，超過部分については不相当に過大であ
ると評価し，本件譲渡は国税徴収法39条の「著しく低い額の対価による譲渡」に当
たるとしている。
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　①に関しては，本件判決が財産分与と詐害行為取消権について争点とした昭和58
年判決を引用していることから，国税徴収法39条ついては，詐害行為取消権と同様
の考え方でもって適用していることが窺える32）。したがって，財産分与における第二
次納税義務の適用に当たっての不相当に過大の認定については，詐害行為取消権の先
例を踏まえて行っている。
　②に関しては，財産分与が民法768条3項の規定の趣旨に反して不相当に過大であ
る場合には著しく低いものであると評価している。すなわち，国税通則法39条の「無
償又は著しい低額の譲渡」の要件に関しては，「著しい低額」として捉えている。こ
れについて，前述の最高裁平成12年3月9日判決が過大部分について，「贈与契約な
いし対価を欠いた新たな債務負担行為」として財産分与とは別の契約方式として認定
しており，最高裁判決での有償契約（財産分与）と無償契約（贈与契約）の2つの取
引で成り立っているとの捉え方とは異なるものとなっている33）。また，著しく低い価
額の基準として，社会通念上，当該財産の分与により消滅すべき分与義務の額は通常
の取引に比べて著しく低いものであるとの考えの下で，民法768条3項の規定を踏ま
えて評価することとしている。
　③に関しては，本来あるべき財産分与相当額について，民法768条3項の規定を踏
まえて，X及び徴収当局から出された資料をもとに清算的，扶養的及び慰謝料的な要
素についてそれぞれ評価している。
　④に関しては，本件譲渡の価額が本来あるべき財産分与相当額の6倍を超えており，
著しい低額の譲渡に該当する旨判示している。これは上記の国税徴収法基本通達39
条関係7に規定する著しい低額の目安が，「対価が時価のおおむね2分の1に満たない
場合は，特段の事情のない限り，「著しく低い額」と判定することとされている」こ
とを考慮して判断したものと考えられる。
　なお，本件判決において財産分与に際してA及びXにおいて「著しく低い額」の
32）これについて，間野明「離婚に伴う財産分与について国税徴収法39条の第二次納税義務が成
立し…適法とされた事例」行政関係判例解説平成30年78頁において，国税徴収法39条の趣旨に
鑑みれば，財産分与について詐害行為取消請求が認められた最高裁平成12年3月9日判決と整合
している旨記している。なお，財産分与について国税徴収法39条の第二次納税義務の適用を認
める見解として，金子宏「国税徴収法39条所定の無償又は著しく低い対価による譲渡等の意義」
判例評論‌149号7頁（1971），橘素子『第二次納税義務制度の実務（全訂版）』㈶大蔵財務協会
413頁（2017），適用に消極的な見解として，小田‌修司「資産税‌財産分与と第二次納税義務」税
務事例研究139号56頁以下（2015）がある。
33）前述の平成7年3月30日裁決では，「同一の給付のうちに本来的な財産分与ないし慰謝料の給
付が含まれていたとしても，…不相当に過大な給付である場合には，不相当に過大な部分は，同
様に贈与として無償譲渡等処分に該当する」旨無償譲渡であると裁決しており，本件判決とは異
なる構成となっている。
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認識の有無について，確認されていないが，これは詐害行為取消権の行使に際しては
適用要件として詐害行為の時に，債務者及び受益者等が債権者を害することを知って
いたことが要件とされるが（民法424条1項），第二次納税義務についてはこうした主
観的な要件は不要と解されているからであると考える34）。
6　東京地裁平成29年6月27日判決の問題点
　以上のように，本件判決はこれまでの財産分与に関する詐害行為取消権が適用され
た判例を根拠に，国税徴収法39条の適用を容認している。しかしながら，本件判決
について，財産分与の国税徴収法39条の第二次納税義務の適用に当たっては以下の
問題が考えられる。
　まず，本件判決では本件譲渡において別途贈与契約の存在を擬制しての無償譲渡で
はなく，著しく低い額の対価による譲渡であると判断していることである。この考え
では，当事者間で協議された財産分与の私法上の効力を維持ししつつ，価格面でのみ
不相当に高額の部分を相手方から徴収することになる。
　ところで，詐害行為取消請求に係る最高裁平成12年3月9日判決では，本件判決で
の構成と異なり，当事者間において贈与契約等財産分与とは異なる契約が別途あった
ものと推認している。また，課税面においては，本来財産分与に際しての資産の譲渡
等には譲渡所得が課税される。したがって，財産分与によって取得した財産は贈与税
の対象とはならないとしつつ，過大であると認められる場合等における取得した財産
の価額は，贈与によって取得した財産として贈与税の課税対象とされ（相続税基本通
達9―8），詐害行為取消権が容認された場合には，別途贈与契約が存在することから
その部分は財産を取得した者に対して贈与税が課税される。
　しかしながら，本件判決の場合，財産分与に伴う譲渡所得金額は財産分与の私的効
果は，徴収当局からの第二次納税義務の告知処分を受けたとしても，その効果は贈与
契約といった財産分与とは異なる契約が別途あったものとはしていないことから変更
されず，そのまま維持されていることから，財産分与義務者である譲渡人が支払う所
得税額は過大のままであり，財産分与義務者である譲渡人（滞納者）は本来負担すべ
き税額を超える税額を申告した結果になる。その後，相手方である第二次納税義務者
が該当する税額を支払った場合，その支払金額は第二次納税義務の適用を受けた相手
方である第二次納税義務者から求償権として譲渡人（財産分与義務者，滞納者）に請
求される。すなわち，譲渡人（財産分与義務者，滞納者）は過大な資産を相手方に譲
34）最高裁平成21年12月10日判決では，滞納者に詐害の意思のあることは国税徴収法39条所定の
第二次納税義務の成立要件ではない旨判示している。
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渡し，過大な税額を申告し，第二次納税義務の適用により相手方から過大な部分に係
る金額の求償を受けることで，本来の負担すべき額以上の負担を被るといった不合理
な結果になる。
　一方，本件判決の事案において，仮にAやXが財産分与の額を不相当に過大と認
識していない場合は，詐害行為取消権は詐害の意思の要件がないことから詐害行為取
消権は行使できないが，第二次納税義務の適用は可能である。もっとも，この場合当
事者は財産分与の価額について合理的であるとの認識を有しつつ財産分与の協議を
行っており，この価額が本来あるべき財産分与の価額より著しく高額であると判断さ
れた場合，財産分与義務者であるAは錯誤に基づき行った協議であったと判断し，
それに基づく財産分与の一部について民法95条の錯誤取消し（無効）の主張をする
ことが可能である35）。そして，これが容認されれば民法703条によりXは不当利得返
還請求義務を有し，その結果，著しく低い額の対価による譲渡がなくなることになり，
第二次納税義務の適用要件は満たさない。
　なお，無償譲渡でなく低額譲渡として認定した場合，「著しく低い額の対価」か否か
の判断基準として「おおむね時価の2分の1」という基準があり36），不相当に過大な財産
分与であっても低額譲渡に該当しないことがあることから，事例に応じて異なる説が
採用されれば，公平な租税権限が実現されないおそれがある旨指摘する見解がある37）。
　次に本件判決では，本来の財産分与の価額に関して徴収当局において民法768条3
項の基準でもって評価した金額を事実認定の基礎として「著しく低い額の対価」か否
かの認定を行っていることを容認しているが，財産分与はその算定額については個別
性が強く，一国税の徴収機関にすぎない徴収当局が民法768条3項の基準により当事
者の個別事情を把握し評価することができるかとの問題である。
　財産分与額の評価について過去においても，約17億円の土地等の財産分与を行っ
た者が譲渡所得課税に際して，不相当に高額であり，過大部分は譲渡所得ではなく贈
与税の課税対象になるとの主張に対して，上記注35の横浜地裁平成8年11月25日判
決は，「財産分与としてどの程度財産を分与するかは，離婚に至る経緯，双方の資産
状況，有責性，扶養の必要性等，それぞれの夫婦が置かれた立場，条件等により千差
35）横浜地裁平成8年11月25日判決は「財産分与としてされた資産の譲渡といえども，それが仮
装としてされたり，錯誤に基づく無効のものであったり，諸般の事情から明らかに過大な資産譲
渡がされたりしたような場合は，分与義務の消滅を伴うものではない」旨判示しており，このこ
とは場合によっては不相当に過大な部分について，錯誤無効の主張が可能であるとの考えを示し
ている。
36）国税庁徴収課『第二次納税義務関係事務提要（平成29年3月）』74頁（2017）。
37）倉見智亮「〔令和元年度重要判例解説〕離婚に伴う財産分与と国税徴収法39条の解釈〈租税法1〉」
臨増ジュリスト1544号185頁（2020）。
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万別なのであり，平均的な金額と比較して高いからといって，一概に財産分与として
不相当に高額であるとはいえない。」旨判示して，財産分与について不相当に高額で
あるとの評価をせずに，譲渡所得課税を容認している38）。この判決が示しているよう
に，財産分与は千差万別であり，当事者の状況に応じて異なるものであることから，
本来あるべき財産分与の価額については，物やサービスのように時価を基準にして対
価を評価することはできず，個別具体的な状況を踏まえた上で評価せざるを得ない。
　財産分与に係る詐害行為取消権が行使された場合における不相当に過大の認定に当
たっても個別的な面における把握が必要であるが，詐害行為取消権については訴訟の
提起が要件とされており，対象となる財産分与の評価実施機関は民法768条3項の評
価主体と同じ機関である裁判所である。一般的に裁判所での訴訟手続きは中立的かつ
専門的な見地で処理するシステムとなっており，その内容とプロセスは公開され，当
事者が訴訟において対等な立場で主張と立証が行われることから公平らしさが確保さ
れている。
　ところが，財産分与に係る評価を徴収当局が行うことについて，法律上の根拠はな
く，滞納処分を行使する中で，徴収職員の質問検査権にも限界がある（国税徴収法
141条）。本件判決において徴収当局は，民法768条3項に基づき清算的，扶養的及び
慰謝料的な財産分与相当額をそれぞれ算定して合理的である旨主張し容認されている
が，徴収の手続きは当事者が参加し主張と立証が行われる訴訟とは異なる。そして，
一債権者の立場である徴収当局の職員が滞納者や第二次納税義務者である当事者の身
分上の事項について把握し財産分与額を評価することになるが，この評価については
適正な評価を行ったものであるかは保証の限りではない。また，一般的には行政当局
の職員が税とは直接関わりのない納税者の身分上の情報を把握することは困難で，こ
うした中で本来あるべき財産分与額について手続上及び実体上適正な把握や評価が可
能であるかについて疑問である39）。
7　不当に過大な財産分与が行われた場合における滞納処分についての私見
　上記6で整理した問題点を考慮すると，財産分与における国税徴収法39条の適用は
38）この判決は，東京高裁平成9年7月9日判決（控訴棄却），最高裁平成10年4月14日判決（上告
棄却）において確定している。
39）前掲注36国税庁徴収課74頁では，「不動産のように通常は人により評価額を異にし，価額の差
がある程度開いていたとしても著しく低い額と判定すべきでない場合がある。」旨記している。
不動産の財産分与については，対象とされた不動産の時価の認定はもちろんのこと，それ以上に
対価としての財産分与額の算定においても適正な価額についての評価にぶれが生じるリスクが考
えられる。
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財産分与が行われた場合の滞納処分の在り方
文理解釈上可能であるが，滞納処分の在り方として実務上積極的に適用すべきかにつ
いて検討する必要がある。
　国税徴収法39条で規定する「著しく低い額の対価による譲渡」に該当するか否か
の判断に当たっては，売買であれば譲渡の対象となる物の対価は確定しており，「著
しく低い額の対価による譲渡」に該当するか否かは，時価と対価の比較によってその
差額が過大か否か容易に算定され，判断できる。例えば，時価100の商品を10の対価
を得て譲渡（売買）した場合，時価と対価を比較した上で，その差額が90となり，
これは対価の9倍であることから，当該譲渡は著しく低額であることは誰にとっても
容易に理解できる。
　しかしながら，財産分与の場合は対価である本来あるべき財産分与の額，すなわち，
財産分与義務の履行によって消滅して得られる経済的な利益は，対価として収受した
金銭等のように客観的に評価できるものとは異なり，当事者の主観的な要素が盛り込
まれている。この主観的な要素は，審判による場合において，当事者双方がその協力
によって得た財産の額その他一切の事情を考慮して定めることとされている（民法
768条3項）。そして，この「その他一切の事情」とは，2で説明したとおり，夫婦生
活をしていた期間・収支の状況・生活の状況・職業・協力の程度などの婚姻の前後を
通じてのあらゆる事情である。徴収当局が当事者の協議により確定した財産分与額が
不相当に過大であることを立証するためには，こうした当事者の個人的な，プライバ
シーに係る身分上の事情についても調査活動を通じて把握することが求められ，この
ことは課税調査においても，同様である。理論上課税調査により不当に過大と判断さ
れれば前述のように贈与によって取得した財産として贈与税の課税対象とされる（相
続税基本通達9―8）。しかしながら課税調査について，これまで贈与税を課した実例
は見受けられないとされており40），これは，詐害行為取消権が行使され，容認された
ような場合を除いて，財産分与が不相当に過大であるとの事実認定が困難で，その差
額について贈与税を課するとの自発的調査がなされていないことを示している。
　国税の滞納処分に当たっては，最終的に滞納処分の執行をする財産がなく，徴収不
能と判断されれば，滞納処分の執行を停止することができるが（国税徴収法153条），
仮に滞納者において財産分与が行われた場合，その前に第二次納税義務の適用の判断
が求められる。この判断は課税の場合と異なり，必要不可欠である。そして，財産分
与に対する第二次納税義務の適用については，徴収当局における当事者の事情の調査
や評価が不十分であったがゆえに，間違った評価を行い，適正な第二次納税義務の適
用がなされないリスクが考えられる。こうした，執行面において事実認定が困難でか
つ徴収処分に必要不可欠な手続きとして，国税徴収法39条の規定が財産分与につい
40）前掲注32小田69頁。なお，贈与税の課税が認められなかった事例として上記注35の事例がある。
― 51 ―
てその価額の不相当性について判断を求め，第二次納税義務の適用を要請していると
は考えにくい。
　しかしながら，今回本件判決が確定しこれが先例となった以上，最終的には財産分
与について第二次納税義務を適用せざるを得ない。ただし，仮に同条を適用するよう
な場合において，その前に詐害行為取消権の行使が可能であるのであれば，まず詐害
行為取消権を行使すべきであろう。この点国税の実務では，第二次納税義務と詐害行
為取消権について競合した場合には，いずれによることもできるとしている中で（国
税徴収法基本通達第32条関係31），具体的には「原則として，まず徴収法第39条の
規定の適用の可否につき検討し，同条の適用がない場合には，詐害行為取消権（通則
法42条）の行使の可否について検討するものとする。」旨取り扱っている41）。国税徴
収法第39条の規定の適用をすべての場合に詐害行為取消権の行使に優先すべきかに
ついては明らかでない。少なくとも財産分与に関しては，国税徴収法39条の適用は
上記のような問題が考えられることから詐害行為取消権を優先して適用すべきであ
る。詐害行為取消権は訴訟提起が要件とされることから訴訟において財産分与に関わ
る両当事者が関与する。そこで，両当事者からの主張立証を通じて個別の状況が明ら
かにされ，これにより審理が行われることから本来あるべき財産分与額の適正な評価
が期待できる。また，その判断について形成力が伴い，協議としての財産分与の私法
上の効果は否定され，法律関係が明確となる。詐害行為取消権の行使については，時
効の存在や訴訟手続上の事務量的な観点から，徴収当局としても消極的になりがちと
思われるが，平成29年に民法改正が行われ，詐害行為取消権について具体的な事項
が追加され，より利用しやすくなったことから今後の活用が期待される。
　なお，当事者に詐害の認識がないような協議による財産分与で過大と評価される場
合には，過大部分は錯誤により無効となる可能性があることから，この場合，事実認
定を行った上で財産分与者である滞納者が相手方に有している不当利得返還請求権を
差し押えることにより徴収が可能であり，財産分与者である滞納者への意思確認を求
める必要がある。
8　おわりに
　第二次納税義務制度は，滞納者からの徴収での執行停止を行う前段階として避けて
は通れない制度である。徴収当局にとってこの制度は権限であると同時に義務でもあ
る。出来ればこうした納税者に影響を与える処分は用いる必要がなければそれに越し
たことはないが，適用要件が満たされている場合には行使せざるを得ない。
41）前掲注36国税庁徴収課82頁。
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財産分与が行われた場合の滞納処分の在り方
　近年，バブル崩壊直後の滞納残高が増加した時期に比べて，徴収当局の努力もあっ
てか滞納残高は減少傾向にある42）。しかしながら，本件判決以降にも財産分与に係る
平成30年1月11日裁決（原処分取消し）の事案が発生していることを踏まえると，質
的に処理困難事案のウエイトが増加していることも考えられ，財産分与における第二
次納税義務の適用が必要とされる場合が増加することが想定される。第二次納税義務
の適用に当たっては，納税者の信頼を確保すべくその制度の適正な執行を期待したい。
『南山経済研究』掲載論文の中で示された内容や意見は，南山大学および南山大学経済学会
の公式見解を示すものではありません。また，論文に対するご意見・ご質問や，掲載ファ
イルに関するお問い合わせは，執筆者までお寄せください。
‌ （岸野　悦朗，E-mail:‌kishino@ic.nanzan-u.ac.jp）
42）国税庁「令和元年度租税滞納状況について（令和2年8月）」2頁（2020）によれば，2019年度
の滞納残高は7,554億円とピーク時（1998年，2兆8,149‌億円）の26.8％となっている。
